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いがいと知らない政府系金融機関 

第 1回 日本政策投資銀行(ＤＢＪ) 
 

～大震災など危機対応で存在感を示す～ 

金融調査部 菅野泰夫 

 [要約] 

 東日本大震災からの復興、円高・デフレの悪循環からの脱却や資源エネルギーの確保な

ど日本経済の課題は山積しており、経済成長を占ううえで、官・民が問題解決に向けて

適切に連携することの重要性が高まっている。 

 民間金融機関にとっては時として投資先、時として協力関係となる、政府出資のある政

府系金融機関や政策実施機関等の公的金融の存在。その意外と知られていない姿を数回

のシリーズにわたり紹介していく。 

 第 1回目は日本政策投資銀行（ＤＢＪ）を解説する。 

 

１．設立から株式会社化まで 

～完全民営化を目指すも株式処分は保留の状況～ 

日本政策投資銀行（Development Bank of Japan＝ＤＢＪ）は、株式会社日本政策投資銀行法

に基づき設立された政府 100％出資の特殊会社である（財務省所管）。戦後、日本経済と産業の

発展・活性化のため、その時々の政策課題に応じるかたちでおもに長期資金の提供を実施して

きた日本開発銀行（1951 年設立）および北海道東北開発公庫（1956 年設立）のいっさいの権利・

義務を承継する形で 1999 年に設立された政策金融機関の旧・日本政策投資銀行を前身とする。 

その後、2006 年の政策金融改革により、政策金融として残すべき機能は日本政策金融公庫に

集約され、日本政策投資銀行は、将来の完全民営化を見据え株式会社化されることとなった。

2008 年 10 月に株式会社として民営化の一歩を踏み出したが、直後のリーマン・ショック、2011

年の東日本大震災に伴い、数度の株式会社日本政策投資銀行法の改正が行われ、現在は 2015 年

3 月末までに政府による株式保有の是非を含めたＤＢＪの組織のあり方等が見直されることと

なっている。また、それまでの間、政府は保有株式を処分しないものとしている。 

 

金融資本市場 
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２．DBJ の機能、役割 

～民間ではむずかしい長期資金供給が中心～ 

ＤＢＪの機能は、民間金融機関では投融資がむずかしい長期性のリスクマネー供給が中心と

なる。従来ＤＢＪが培ってきた、長期、大口、中立性といった特徴を生かし、民間金融機関と

協調しながら金融資本市場の機能強化を目指している。現在、エネルギー、運輸・交通、都市

開発といった政策金融機関時代からの重点分野のさらなる深掘り、環境、ヘルスケアといった

成長分野の支援、製造業を中心とした再編、再生への取組みに加え、海外業務においては、顧

客の海外展開にも応じるかたちで、アジアを重視しながら、ストラクチャード・ファイナンス

手法を強化している。更に融資業務に加え投資業務や M&A アドバイザリー業務も含めた「投融

資一体型」のサービスを提供し、中長期的な企業価値向上を支援している。 

 

３．震災対応での融資事例 

他方、リーマン・ショック、東日本大震災等の危機時においては、指定金融機関として危機

対応業務も実施しており、2012 年 3 月末現在、危機対応制度発足以来の融資額累計は、約 1 兆

円にのぼっている。危機対応業務においては、通常業務における情報・ノウハウ・人材等をフ

ル活用することで、機動的かつ迅速な対応を実現している。 

たとえば、東日本大震災の復興局面では、2011 年８月以降、被災地域の複数の金融機関と共

同して、東日本大震災復興ファンドをそれぞれ組成し、被災により一時的に業況が低迷してい

るものの、当該地域の復興に欠かせない地域の有力企業に対して、劣後ローンや優先株等を活

用したリスクマネーを提供することで被災企業を支援している。具体的には、岩手銀行、七十

七銀行、東邦銀行、常陽銀行との間でそれぞれ 50 億円規模の４つのファンドを組成し、2012 年

8 月末現在、常磐興産といったリゾート運営会社、阿部長商店といった水産加工会社等に対し、

ファンドを通じて投融資を行っている。また、東日本大震災以後、各電力会社が原子力発電所

の停止を余儀なくされるなかで、ＤＢＪは民間金融機関と足並みをそろえて対応した。2011 年

度には、東北電力に対して地元の七十七銀行と協調して総額 1200 億円のシンジケート・ローン

を組成。ほかの地方銀行など多数の金融機関の参加を得て、被災した同電力の設備復旧を支援

した。 

 

４．民間にも広がる環境格付融資 

また、ＤＢＪは 2004 年度、高度成長期から培ってきた公害対策融資等による知見をもとに、

「ＤＢＪ環境格付」融資制度を開始したことでも知られる。これは、企業の環境経営度を評点

化し、優れた企業を選定して、得点に応じて３段階の金利を適用するという、世界初の融資メ

ニューである。図表１は環境格付融資の経年的な金額の推移を示している。2011 年度の実績は

1299 億円と前年度比約 166％と大幅な増加となり、すでに 2004 年度からの累計は 4912 億円ま

で達した。 
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図表１ DBJ 環境格付融資の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）日本政策投資銀行資料より大和総研作成 

 

2012 年７月現在、環境格付融資は累計 5000 億円の大台を突破しており、メガバンクや地方銀

行にも同様の取組みが広がっている。こうした環境、ＣＳＲ等に関する企業の取組みが金融機

関から評価を得ることは、企業にとっても財務情報に表われない価値を対外的に発信していく

ことにつながる。 

 

５．成長資金事例（投融資一体型） 

また投資業務や M&A アドバイザリー業務も含めた「投融資一体型」のサービスの提供も増加

傾向である。例えば、ベアリングの製造・販売を行う機械・電子部品メーカーであるミネベア

に対しては、劣後転換社債の引受（潜在持分 5.1%、投資資金 77 億円）を通じて、今後同社の成

長戦略の要となる M&A 候補案件への共同投資や、評価・買収スキームに関するアドバイス提供

等の支援を予定しており、同社の中長期的な成長を実現していく方針である。また、首都圏を

中心に食品スーパーを展開しているマルエツに対しては、同社と蘇寧電器股份有限公司との合

弁会社設立に際し、中国・香港における合弁会社設立に関するストラクチャーの検討や各種関

係者との調整・交渉、合弁契約書等のとりまとめを含めたアドバイザリーサービスを提供して

いる。 

 

６．まとめにかえて 

ＤＢＪの今後の位置付けについては、2015 年 3 月末までの組織見直しを待つこととなるが、

今後も産業再生・再編や地域再生など長期の国家的課題の解決や企業の長期資金ニーズへの対

1,299

782

655
603

358365
447403

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

（
億
円
）

DBJ環境格付融資の実績



   
4 / 4 

 

 

応という観点から、投融資一体型の役割を評価する声は少なくない。また、リーマン・ショッ

ク、東日本大震災などの金融危機や大規模災害などを受けて、企業向けの資金供給が滞る懸念

が生じるようなことのないよう、危機対応業務が機能する場面は今後も想定される。機動的に

危機対応を行うことが可能な指定金融機関の存在感は重みを増しているというのが現状だろう。 

 

（付記） 

本稿の執筆に当たっては、日本政策投資銀行の関係各部署から有益なアドバイスをいただいた。

この場を借りて感謝の意を表したい。 

 

 

 

 


